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研究成果の概要（和文）：本研究は、全国で進められている立地適正化計画、特にコンパクト＋ネットワークの
観点から、コンパクト性の指標導出を目的とした研究である。得られた知見としては、以下のとおりである。多
くの都市で計画上設定している拠点配置のような分散型の配置は、極端に訪問が少なくなる拠点が存在し、持続
性の観点から非効率である可能性がある。そのため、拠点を都市機能や交通ハブの集約拠点と考えると、拠点配
置とともに人口誘導による拠点間の規模をコントロールすることが肝要であることが示唆された

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to calculate an index of urban compactness from
 a compact + network perspective. Findings from the study are as follows. 
The decentralized arrangement of bases planned in many cities may be inefficient because of the 
existence of bases that are visited extremely infrequently.
Therefore, the study suggests that when considering the hubs as the centralized hubs of urban 
functions and transportation hubs, it is essential to control the scale of each hub by population 
induction as well as the layout of the hubs.

研究分野：都市解析

キーワード： コンパクトシティ　最適配置　市町村境界

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで拡大してきた広く低密度な都市から、ある程度密度を維持した集約拠点を複数設定し、都市全体で移動
や都市サービスを効率的に行うことを目的として、コンパクトプラスネットワーク型の都市構造が期待されてい
る。
こうした新しいコンパクトシティでは、拠点の位置や数、その周辺の人口密度や人口規模、さらにこれらをつな
ぐ公共交通など複雑な要因が関係しているため、その効果検証は容易ではない。本研究では、新しい都市構造の
評価指標を確立するとともに拠点配置の最適化計算手法を構築した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
我が国では、少子高齢化や人口減少社会に対応するため、公共、公益施設の再編や公共サービ
スの効率化、持続的な運営を目的とした取り組みが動き出している。都市部では、コンパクトシ
ティを目指した立地適正化計画が多くの基礎自治体で策定され 1)、中山間地や農村部などでは地
方創生の観点から小さな拠点事業が進められている 2)。さらに、医療・介護・福祉では住み慣れ
た地域で継続的に日常生活を送るため、地域包括ケアシステムの確立が急がれている 3)。 
これらの計画はそれぞれの地域で、日常生活を持続的に営むことを企図しており、互いに連関
し包摂的な対応が必要であるにもかかわらず、その具体化には至っていない。さらには、都市部
に限ったコンパクト化や、中山間地や医療過疎地などでの独立した拠点や地域包括ケアの計画
は、財政的な条件が大きく影響し、社会保障上の公平性に課題を抱えることから、より広域での
ネットワーク化や公共、公益機能の補完が望まれる。 
一方で、立地適正化計画や地域包括ケアシステムの枠組みについて、学術的な蓄積も多い。立
地適正化計画の検討を行っている自治体が計画する拠点配置では、拠点を設定する根拠に乏し
く、ともすれば分散化する懸念が指摘されている 4)。また、地域包括ケアシステムでは、中学校
区を規範とする日常生活圏域が定義されているが、アクセシビリティの観点から妥当性の検討
がなされている 5)。このように、拠点数やそれぞれの拠点がカバーする領域については評価、検
討がなされているが、基礎自治体での立地適正化計画、集落での小さな拠点事業、中学校区での
地域包括ケアシステムという個別の地域内での枠組みにとどまっている。これは、財政的に非効
率であるばかりか、人的資源の不足する地域では実現が困難である。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、限られた資源での公的サービスを維持、効率化するため、地域間、あるいは
都市部と山間部での公共、公益機能の分担や補完を前提とした連携の可能性を探ることである。
具体的には、サービスへの移動利便性（アクセシビリティ）を評価軸に、地域の拠点配置、さら
には、これらを効率的に結ぶネットワークの最適化モデルを構築する。これにより、行政界や集
落の境界を越えた、拠点＋ネットワークが最適化された効率的な都市域、日常生活域と、その人
口規模からみた公的サービスの成立性の評価手法を提示することを目指す。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、ケーススタディとして香川県高松市の島嶼部を除く地域を対象とし、鈴木ら 6)が
提案した拠点間移動モデルを基に配置モデルを組み立てる。鈴木らは拠点を配置するほど、拠点
間を移動することになるため、拠点を増やすことによる最寄拠点への移動距離の短縮と、拠点を
増やすことにより増加する拠点間移動距離がトレードオフの関係になることを利用している。
本稿でも同様の仮定を置くが、このモデルでは、いずれの拠点にも最寄拠点と同じ頻度で利用す
ることを仮定している。本研究では最寄人口が多い拠点ほど都市機能が充足されやすいであろ
うことを想定し、最寄人口の割合によって拠点にヒエラルキーを設定した。図１に p-median 問
題と拠点間移動モデルの概念図を示す。 
ここで、拠点間移動モデルにおける Aは拠点群を示しており、拠点群同士のネットワークは考
慮しない。そのため、、各群は一つの都市域と解釈することができる。これにより、従来では一
つの都市を対象としている立地適正化計画であるが、都市全体を一つの生活圏とするか、あるい
は複数の生活圏を共存するべきかについて判断できるとともに、都道府県などの広域に拡張す
ると、既存の行政界と効率的な生活圏との乖離について評価することができる。また、拠点群に
含まれる各拠点のヒエラルキーは拠点群全体の最寄人口の総和に対する各拠点の最寄人口で表
されるものとする。 
 計算に際しては、拠点配置、拠点数、ネットワークが変数になり計算量が膨大であるため、厳
密な最適化が困難である。このため、１拠点ずつ逐次最適化を行うことで近似解を求めた。 

図１ p-median 問題と拠点間移動モデルの違い 
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４．研究成果 
 まず、表１にβ=１～0.7 までの計算結果を示す。βは、ネットワーク化されていない最寄拠
点までの移動コストに対して、ネットワーク化された拠点間の移動コストの比率である。拠点群
が１のときには、最寄拠点までの移動コストに対して拠点間の移動コストを 3 割削減できたと
しても、複数の拠点が配置されることはなく、１箇所に集約することが移動コストの観点からは
望ましいことが分かる。このときの配置は拠点間の移動が無いため１-median と等しい。α = 1
とすると、平均して約 5.7km で拠点にアクセスできる。 
 次に拠点群が２、３の結果をみると、β=0.8 までは、各拠点群は単一の拠点を持ち、このと
きの配置は、2-median、3-median と等しい。β=0.7 のとき、複数の拠点からなる拠点群ができ
る。このときの拠点分布を図２に示す。図２左から拠点群が１のとき、２のとき、３のときの結
果であり、各拠点群の最寄領域を分割したボロノイの都市域も併せて示している。拠点群３のと
きの結果で顕著であるが、複数の拠点が配置される拠点群では、拠点が集塊して配置される結果
となった。 
 
表１ 拠点群数ごとの計算結果 

 

図２ 拠点の位置と数（α = 1、β=0.7） 
 
 本研究ではコンパクトプラスネットワーク型都市における拠点配置に関して、拠点間の移動
という観点から分析を行い、以下の知見を得た。 
 コンパクトプラスネットワーク型都市では拠点間を公共交通で結び、拠点間の移動利便性を
高める計画となっているが、本モデルではβ=0.7 まで単一拠点が最適となっている。さらに、
複数拠点からなる拠点群が認められる場合であっても、その拠点は集塊しており、実際に計画さ
れているような多極型都市を成立させるには、拠点間移動の利便性を最寄拠点までの移動に対
して 30％以上高めるような条件が必要であることが確認された。特に自家用車利用が一般的な
地方都市においては、移動時間などで移動コストを削減することは困難であるため、運賃を含め
た拠点間を結ぶ公共交通の移動コストを削減することが多極型の都市構造を成立させる要件で
ある。一方で、移動利便性のみを評価軸とした多極型都市がそもそも成立困難であるといった解
釈も可能である。そのため、交通における環境負荷低減の観点から、公共交通の利用を進めるな



どの施策も併せて検討が必要になることが示唆される。こうした観点から、バスだけでなく、鉄
道駅など、既存の交通結節点を如何に拠点として成立させるかが肝要であると言える。 
 本研究ではβ=0.7 までの計算にとどまっているため、拠点を結ぶネットワークの利便性や魅
力がより高まった状態の計算を進めるとともに、対象地域を複数自治体などの広域に設定し、行
政界と拠点群のボロノイ領域である都市域との比較を行うことで、広域でのコンパクトプラス
ネットワーク型都市計画の効果を評価する予定である。 
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